
- 1 - 

令和４年度版

 
 

○住民税とは 
  市町村民税と県民税を合わせて、一般的に住民税と呼ばれます。 

  住民税は、道路・下水道・公園の整備や教育・福祉の充実など、住民の皆さんの身近で

さまざまな行政サービスに使われており、まちづくりのために住民の皆さんに公平に負担

していただいています。 

 

〇住民税申告が必要な方 

（1）令和４年１月１日現在、高根沢町に居住し、 前年中（令和３年１月１日

～令和３年１２月３１日）に所得があった方 
  ※営業等、農業、地代家賃、配当、内職、譲渡など、少額でも申告が必要です。 

  ※年末調整済みの給与所得以外の所得が２０万円以下の方や、 

公的年金等の収入金額が４００万円以下、かつ、公的年金等以外の所得が２０万円以

下の方など、所得税の確定申告が必要ない場合でも住民税の申告が必要です。 

※所得がある方でも、「住民税申告が不要な方」に該当する場合は、申告不要です。 

 

（2）前年中の所得がなかった方で、税証明書が必要となる方 
  ※被扶養者の方についても、証明書が必要な方は申告が必要です。 

 

（3）前年中の所得がなかった方で、国民健康保険・国民年金・介護保険・ 

後期高齢者医療保険の加入者、就学援助等の受給対象者の方 
 

〇住民税申告が不要な方 
（1）給与収入のみで、勤務先から高根沢町へ「年末調整済みの給与支払報告書 

（源泉徴収票）」が提出されている方（町への提出の有無は勤務先にご確認 

ください。） 

  ※医療費控除や扶養控除など控除の追加が必要な場合は申告をしてください。 

 

（2）公的年金収入のみで、源泉徴収票の内容に扶養や障害者控除など追加する項目 

がない方 

 

（3）期限内に税務署で確定申告をされた方 

 

 ※上記以外でも、場合によっては申告が不要なこともあります。 
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○申告書の記入について 
  該当する項目の内容を申告書に記入し、申告期限までに提出してください。 
 

   【前年の 1月 1日～12月 31日の間に所得がなかった方】 

  申告書表面の「２ 所得金額」⑨合計の欄に「０」と記入してください。 
 

【前年の 1月 1日～12月 31日の間に所得があった方】 

  ３ページ以降を確認しながら申告書に「所得の内容」、「扶養親族の氏名」、「保険の掛金」などの

必要な事項を記入してください。 

   

○申告相談に必要なもの 

共 

通 

すべての人 ・印鑑（認印） 

・通帳等口座番号がわかるもの 

・身元確認書類（運転免許証など） 

・マイナンバーがわかるもの（次の❶・❷のいずれか） 

❶マイナンバーカードをお持ちの人 マイナンバーカード 

❷マイナンバーカードをお持ちでない人 マイナンバー通知カード 

     ＋ 

運転免許証、公的医療保険の被保険者証、パスポート、 

在留カード等のうちいずれか 1つ 

収
入
等
を
証
明
す
る
も
の 

給与・公的年金収入があった人 給与・公的年金の源泉徴収票 

個人年金収入があった人 保険会社など支払先から発行された支払通知書等 

営業・農業・不動産収入があった人 収支内訳書や帳簿書類等 

※収入と必要経費を科目ごとに集計してお持ちください。 

シルバー人材センター配分金 

保険満期金 

その他の所得があった人 

 

・支払通知書・支払調書・買取証明書など収入額が分かるもの 

・必要経費が分かるもの 

各 

種 

控 

除 

の 

適 

用 

を 

受 

け 

る 

際 

の 

証 

明 

と 

な 

る 

も 

の 

（例） 

社会保険料を支払った人 ・国民年金保険料や任意継続保険料の支払証明書、 

領収書 

・国民健康保険税、後期高齢者医療保険料、介護保険料の納付

額確認書・領収書 
※生計を一にする親族の社会保険料を支払った場合も控除対象にすることが

できます。 

生命保険料や地震保険料等を支払った人 保険会社から発行された控除証明書 

扶養する親族がいる人 ・扶養する人に収入がある場合は源泉徴収票等 

・扶養する人のマイナンバーが分かるもの 

ご自身や扶養親族が障がいをお持ちの人 本人や扶養親族の身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健

福祉手帳、障害者控除対象者認定書等 

医療費等を支払った人 「医療費控除の明細書」または「セルフメディケーション税制

の明細書」 
※あらかじめ集計してお持ちください。 

※生計を一にする親族の医療費も控除の対象にすることができます。 

寄附金控除の対象となる寄附をした人 寄附した団体から発行された領収書・証明書 

災害に関連してやむを得ない支出をした人 ・被害を受けた資産の明細（資産内容、取得時期、取得価額）が分か

るもの 

・被害を受けた資産の取壊し費用、除去費用、その他これらに類する

費用で、被害に関連して支出した金額の明細が分かるもの及び領収

書等 

・被害があったことによって受け取る保険金、損害賠償金、災害見舞

金等の金額が分かるもの 

・り災・被災証明書（お持ちの場合） 

勤労学生控除を受けようとする人 学生証等 
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◎所得の種類 

事業所得（営業等・農業） 商・工業や漁業、農業、自由職業などの自営業から生ずる所得 

不動産所得 土地や建物、船舶や航空機などの貸付から生ずる所得 

利子所得 公社債や預貯金の利子などの所得 

配当所得 株式や出資金に対する利益の配当、投資信託の収益の分配金などに係

る所得 

給与所得 棒給や給料、賃金、賞与、歳費などの所得 

雑所得 公的年金等 国民年金、厚生年金、公務員の共済年金、恩給などの所得 

その他 原稿料や講演料、生命保険の年金など他の所得に当てはまらない所得 

譲渡所得 ゴルフ会員権や金地金、機械などを譲渡したことによる所得 

なお、土地、建物、株式等の譲渡および先物取引による所得について

は分離課税譲渡所得とされ、分離課税用の申告が必要となりますの

で、該当する場合はお問い合わせください。 

一時所得 生命保険の一時金、賞金や懸賞当選金などの所得 

 

◎給与所得の計算 

給与収入金額（A） 給与所得金額 

      0 円 ～ 1,625,000 円 （A）－550,000 円 

1,625,001 円 ～ 1,800,000 円 （A）×0.4－100,000 円 

1,800,001 円 ～ 3,600,000 円 （A）×0.3＋80,000 円 

3,600,001 円 ～ 6,600,000 円 （A）×0.2＋440,000 円 

6,600,001 円 ～ 8,500,000 円 （A）×0.1＋1,100,000 円 

8,500,001 円 ～  （A）－1,950,000 円（上限） 

  給与収入金額を申告書の「１ 収入金額等」カ欄に記入してください。 

  給与収入金額を表に当てはめ、算出した給与所得金額を申告書の「２所得金額」⑥欄に記入し

てください。 

  

 ●給与所得と年金所得の双方を有する者に対する所得金額調整控除 

  （１）適用対象者 

     その年分の給与所得控除後の給与等の金額と公的年金等に係る雑所得の金額がある 

給与所得者で、その合計額が 10万円を超える者 

  （２）控除額 

給与所得控除後の給与等の金額＋公的年金等に係る雑所得の金額－10万円＝控除額 
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◎公的年金等の計算 

公的年金等に係る雑所得以外に、どれくらい所得があるかどうかで、段階に応じて計算

方法が変わってきます。 

公的年金等に係る雑所得以外の所得に係る合計所得金額が 1,000 万円以下 

12/31 現在 年齢 65 歳以上の方 12/31 現在 年齢 65 歳未満の方 

公的年金等収入金額（A） 公的年金等の雑所得金額 公的年金等収入金額（A） 公的年金等の雑所得金額 

0 円 

～1,100,000 円 
0 円 

0 円 

～600,000 円 
0 円 

1,100,001 円 

～3,299,999 円 
（A）-1,100,000 円 

600,001 円 

～1,299,999 円 
（A）-600,000 円 

3,300,000 円 

～4,099,999 円 
（A）×0.75-275,000 円 

1,300,000 円 

～4,099,999 円 
（A）×0.75-275,000 円 

4,100,000 円 

 ～7,699,999 円 
（A）×0.85-685,000 円 

4,100,000 円 

 ～7,699,999 円 
（A）×0.85-685,000 円 

7,700,000 円 

 ～9,999,999 円 
（A）×0.95-1,455,000 円 

7,700,000 円 

 ～9,999,999 円 
（A）×0.95-1,455,000 円 

10,000,000 円～ （A）-1,955,000円（上限） 10,000,000 円～ （A）-1,955,000円（上限） 

 

 

 

 

公的年金等に係る雑所得以外の所得に係る合計所得金額が 1,000 万円超 2,000 万円以下 

12/31 現在 年齢 65 歳以上の方 12/31 現在 年齢 65 歳未満の方 

公的年金等収入金額（A） 公的年金等の雑所得金額 公的年金等収入金額（A） 公的年金等の雑所得金額 

0 円 

～1,000,000 円 
0 円 

0 円 

～500,000 円 
0 円 

1,000,001 円 

～3,299,999 円 
（A）-1,000,000 円 

500,001 円 

～1,299,999 円 
（A）-500,000 円 

3,300,000 円 

～4,099,999 円 
（A）×0.75-175,000 円 

1,300,000 円 

～4,099,999 円 
（A）×0.75-175,000 円 

4,100,000 円 

 ～7,699,999 円 
（A）×0.85-585,000 円 

4,100,000 円 

 ～7,699,999 円 
（A）×0.85-585,000 円 

7,700,000 円 

 ～9,999,999 円 
（A）×0.95-1,355,000 円 

7,700,000 円 

 ～9,999,999 円 
（A）×0.95-1,355,000 円 

10,000,000 円～ （A）-1,855,000円（上限） 10,000,000 円～ （A）-1,855,000円（上限） 
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公的年金等に係る雑所得以外の所得に係る合計所得金額が 2,000 万円超 

12/31 現在 年齢 65 歳以上の方 12/31 現在 年齢 65 歳未満の方 

公的年金等収入金額（A） 公的年金等の雑所得金額 公的年金等収入金額（A） 公的年金等の雑所得金額 

0 円 

～900,000 円 
0 円 

0 円 

～400,000 円 
0 円 

900,001 円 

～3,299,999 円 
（A）-900,000 円 

400,001 円 

～1,299,999 円 
（A）-400,000 円 

3,300,000 円 

～4,099,999 円 
（A）×0.75-75,000 円 

1,300,000 円 

～4,099,999 円 
（A）×0.75-75,000 円 

4,100,000 円 

 ～7,699,999 円 
（A）×0.85-485,000 円 

4,100,000 円 

 ～7,699,999 円 
（A）×0.85-485,000 円 

7,700,000 円 

 ～9,999,999 円 
（A）×0.95-1,255,000 円 

7,700,000 円 

 ～9,999,999 円 
（A）×0.95-1,255,000 円 

10,000,000 円～ （A）-1,755,000円（上限） 10,000,000 円～ （A）-1,755,000円（上限） 

 

公的年金等収入金額を申告書の「１ 収入金額等」キ欄に記入してください。 

  公的年金等収入金額を表に当てはめ、算出した雑所得金額を申告書の「２ 所得金額」⑦欄に

記入してください。 
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◎所得から差し引かれる金額 
番号 種 類 内    容  番号 種 類 内    容 

㉒ 雑損控除 

災害・盗難・横領等による損失が生じた場合に控除さ

れます。 

損害金額－保険金などで補填される金額 

＝差引損失額（A） 

ア（A）－総所得金額等の 10% 

イ（A）のうち災害関連支出－5万円 

※アとイいずれか多い額 

⑭ 

ひとり親 

控除 

婚姻歴や性別に関わらず、生計を一にする子（総所得金額が

48万円以下）を有する単身者で、合計所得金額が 500 万円

以下の場合に控除されます。         【30 万円】 

寡婦控除 

次のいずれかの場合、適用されます。 

●夫と死別もしくは離別をした人で、生計を一にする子以

外の扶養親族（総所得金額 48 万円以下）を有する単身者で、 

合計所得が 500 万円以下の場合に控除されます。【26 万円】 

●夫と死別をした単身者で、合計所得が 500 万円以下の場

合は扶養親族を有していなくても控除が適用されます。 

【26 万円】 

㉓ 

 

 

 

医 療 費 

控  除 

 

❶と❷は

どちらか

一方のみ

選択でき

ます。 

❶〈医療費控除〉 

一定額以上医療費の支払がある場合、下記の計算による

金額が控除される。 

〔医療費支払額〕－〔保険等の補填金額〕－〔10 万円か総所得金

額等の 5%いずれか少ない方の金額〕 

【最高限度 200 万円】 

⑮ 
勤労学生 

控  除 

あなたが特定の学校の学生、生徒であり合計所得金額が 

75 万円以下でかつ給与所得等以外の所得が 10 万円以下の

場合に控除されます。 

【26 万円】 

❷〈医療費控除の特例（セルフメディケーション税

制）〉 

自身や家族の健康維持増進のために「一定の取組」を

行ったり、「スイッチ OTC 薬品」を購入したりした場

合、支払額の 12,000円を超える金額が控除される。  

       【最高限度 ８万８千円】 
⑯ 

障 害 者 

控   除 

あなたや控除対象配偶者、扶養親族が、障害者や特別障害

者である場合に控除されます。 

区分 

控除額 

本人 
控除対象配偶者 

又は扶養親族 

一  般 【260,000 円】 

特別障害者 

（療育手帳交付者：A1 

身体障害者手帳交付者：1,2 級） 

【300,000 円】 

同居特別障害者  【530,000 円】 
 

⑩ 
社  会 

保 険 料 

控   除 

国民健康保険税（料）や国民年金保険料、後期高齢者

医療保険料、介護保険料などの支払がある場合に控除さ

れます。            【支払金額を控除】 

 

⑰ 

 

 

⑱ 

 

配 偶 者 

控  除 

 

 

配 偶 者 

特別控除 

 

 

あなたの合計所得金額が 1,000 万円以下で、生計を一に

する配偶者を有する場合に控除されます。 

控除額は下記の表のとおりで、あなたの給与所得金額と

配偶者の合計所得金額によって控除額が変わります。 

【控除額】                 （円） 
 

配偶者の 

合計所得金額 

あなたの給与所得金額 

900万円 

以下 

900万

円超

950万

円以下 

950万円

超 1,000

万円以下 

配

偶

者

控

除 

配偶者の合計所得 

4８万円以下 
 33万 22万 11万 

 

老人控除対象配偶

者 12/31現在 70

歳以上 

38万 26万 13万 

配

偶

者

特

別

控

除 

48万円超～95万円以下 33万 22万 11万 

95万円超～100万円以

下 
31万 21万 11万 

100万円超～ 

105万円以下 
26万 18万 9万 

105万円超～ 

115万円以下 
21万 14万 7万 

115万円超～ 

120万円以下 
16万 11万 6万 

120万円超～ 

125万円以下 
11万 8万 4万 

125万円超～ 

130万円以下 
6万 4万 2万 

130万円超～ 

133万円以下 
3万 2万 1万 

 

⑪ 

小規模企 

業共済等 

掛  金 

小規模企業共済法の共済契約に係る掛金、心身障害者

扶養共済制度に係る掛金等の支払がある場合に控除さ

れます。            【支払金額を控除】 

⑫ 
生  命 

保 険 料 

控  除 

一般生命保険料や生命共済などについて、あなたが支

払った保険料がある場合に、一般生命保険料と個人年金

保険料、介護医療保険料についてそれぞれ下の算式によ

り計算した合計額が控除されます。【限度額 70,000 円】 
 

新契約（平成 24年 1月 1日以降に締結した保険契約等の場合） 
支払金額 控除額 

12,000 円以下 全額 

12,001 円～32,000 円 支払金額÷2＋6,000 円 

32,001 円～56,000 円 支払金額÷4＋14,000 円 

56,001 円以上 28,000 円 

 

旧契約（平成 23年 12月 31日以前に締結した保険契約等の場合） 
支払金額 控除額 

15,000 円以下 全額 

15,001 円～40,000 円 支払金額÷2＋7,500 円 

40,001 円～70,000 円 支払金額÷4＋17,500 円 

70,001 円以上 35,000 円 

一般生命保険料又は個人年金保険料については、新契

約と旧契約の双方について控除の適用を受ける場合、新

契約と旧契約それぞれ上の算式により計算した控除額

の合計額。限度額は 28,000 円。 

⑲ 扶養控除 ※1 その年の 12/31 現在の年齢が 16 歳以上の人 

※2 その年の 12/31 現在の年齢が 19 歳以上 23 歳未満の人 

※3 その年の 12/31 現在の年齢が 70 歳以上の人 

※4 納税者またはその配偶者の直系尊属で、普段同居している人 

※5「同居」であるかどうかは、入院等をしている場合は同居として

取り扱い、老人ホームに入所等をしている場合は別居として取り扱

う。 

区分 控除額 

一般の控除対象扶養親族（※1） 33万円 

特定扶養親族（※2） 45万円 

老人扶養親族 

（※3） 

同居老親以外の者 38万円 

同居老親等（※4） 45万円 

⑬ 
地震保険 

料 控 除 

 

地震保険料控除の場合 
加入している保険 控除額 

地震保険の

みに加入 

支払金額が

５万円以下 
支払金額÷2（上限 25,000円） 

支払金額が

５万円超 
25,000円 

 

旧長期損害保険の場合 

（保険期間 10年超で満期返戻金有り） 
支払金額 控除額 

5,000円まで 全額 

5,001円～15,000円 支払金額÷2＋2,500円 

15,001円以上 10,000円 

 〇地震保険料、旧長期契約の両方がある場合は、 

限度額は 25,000円 

 〇1つの保険で旧長期損害保険と地震保険が備わっ

ている保険に加入している場合は旧長期損害保険と地

震保険のどちらかを選択。限度額は 25,000円 

基礎控除 

⑳ 基礎控除 

合計所得金額が  

2,400万円以下の人           【43万円】 

2,400万円超 2,450 万円以下の人     【29 万円】 

2,450万円超 2,500 万円以下 15万円の人  【15 万円】 

2,500万円超の人            【適用なし】 
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◎寄附金控除（税額控除） 

住所地の共同募金、日本赤十字社支部に対する

寄附金、栃木県・市区町村が条例で定めた団体に

寄附を行った場合、右記①の金額が翌年度の住民

税所得割額から控除されます。 

 総務大臣が指定した都道府県・市区町村に寄附

を行った場合、①と②の合計額が翌年度の住民税

所得割額から控除されます。 

 

①基本分：総所得金額の 30%が上限 

（寄附金額－2,000円）×10% 

 

②特例分：個人住民税所得割額の２割が上限 

（寄附金額－2,000円）×（90%－所得税率 0～45％※） 

 

※H26 年～R20 年度については復興特別所得税率 1.021

を加算した税率となります。 

 

支出した寄附金額を申告書の「１４ 寄附金に関する事項」欄に記入してください。 


